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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結
累計期間

第16期
第３四半期連結
会計期間

第17期
第３四半期連結
会計期間

第16期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年　
４月１日　
至平成22年　
３月31日　

売上高（千円） 9,557,3959,721,3553,141,9513,364,87212,508,439

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
123,879△169,109 2,633 △72,113 91,050

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（千円）
93,734△189,555 2,730 △73,026 64,547

純資産額（千円） － － 1,978,1511,753,6381,950,973

総資産額（千円） － － 4,469,5114,548,3864,197,200

１株当たり純資産額（円） － － 60,077.0053,012.6559,198.78

１株当たり四半期（当期）純利益

又は純損失（△）（円）
2,873.12△5,783.54 83.59△2,227.811,976.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
2,852.76 － 82.70 － 1,965.65

自己資本比率（％） － － 44.0 38.2 46.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
301,002 123,533 － － 304,671

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△181,185△108,451 － － △254,048

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△31,457 155,065 － － △157,183

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 805,960 779,086 610,980

従業員数（人） － － 215 254 213

（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２．第17期第３四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、ストックオ

プション制度に伴う新株予約権残高がありますが、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

　　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 254　

（注）従業員数は、物流センターのパート従業員（106名）を含むものであり、物流センターのパート従業員は平成22年

12月における就業時間を、８時間×稼働日数を１名として換算しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 122　

（注）従業員数にはパートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 仕入実績

　当社グループでは、共通した仕入活動を行っているため、セグメントごとに仕入実績を示すことはしておりませ

ん。

　

　　(2）販売実績

①　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）
　

リテール事業（千円） 3,001,875 －

ドロップシップ事業千円） 329,747 －

　 報告セグメント計（千円）　 3,331,623 －

その他（千円）　　 33,248 －

合計（千円） 3,364,872 －

②　リテール事業における主要な商品区分別の販売実績は以下のとおりであります。

商品区分別 
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）
　

日用雑貨（千円） 571,578 112.0

健康食品（千円） 533,982 104.1

フード（千円） 477,963 121.6

家電（千円） 318,555 125.9

その他商品（千円） 1,036,706 100.7

発送手数料等（千円） 63,089 146.3

リテール事業合計（千円） 3,001,875 109.5

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．その他商品には、化粧品、衛生医療、医薬品、ベビー用品等が含まれておりますが、カテゴリー別の販売金額に

よる構成比が小さいため記載を省略しております。

　

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間(以下、「当第３四半期」)におけるわが国経済は、世界経済の緩やかな回復等を背景に一部

で企業収益に改善の動きがみられたものの、雇用情勢の低迷から個人消費の伸び悩みが続き、外国為替相場・株式市場

の変動等不安要素もあり先行き不透明な状況が続いております。

　このような経営環境の中、当社グループでは健康関連Ｅコマース業界でのポジションを確固たるものとするため、売上

を再び成長軌道に乗せることを最優先として取組んでまいりました。そのため、商品数の拡充や、お客様の低価格志向に

対応するための施策を実施しました。その結果、売上高は再び増加傾向に転じ、パンデミック対策関連商品の売上急増が

あった前年同期の売上をさらに上回る結果となりました。

　利益面におきましては、値下の影響で利益率は低下しましたが、計画通りに推移しております。

　これらにより、当第３四半期における当社グループの業績は、売上高3,364百万円(前年同期比7.1%増)、営業損失66百万

円(前年同期は営業利益４百万円)、経常損失72百万円(前年同期は経常利益２百万円)、四半期純損失は73百万円(前年同

期は四半期純利益２百万円)となりました。

　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

　

「リテール事業」

　リテール事業では、主にインターネット上の健康ＥＣサイトを通じて、健康関連商品を一般消費者向けに販売しており

ます。

　平成22年12月末現在の取扱商品数は12万5,686点（Kenko.com Singapore Pte. Ltd.取扱商品を除く）となり、前連結

会計年度末に比べて１万点以上拡充することができました。また、９月にお客様の低価格志向に対応するため、送料無料

ラインの引下げを実施しました。その結果として、売上高は増加傾向に転じ、当第３四半期におけるリテール事業の売上

高は3,001百万円(前年同期比9.5%増)となりました。

「ドロップシップ事業」

　ドロップシップ事業では、小売事業者向けに健康ECプラットフォーム機能を提供しております。

　当第３四半期は、主として新規顧客の売上規模拡大により、ドロップシップ事業の売上高は329百万円（前年同期比

9.1%増）となりました。

　「その他の事業」

　その他の事業では、メーカー・卸向けに商品の広告掲載やブランディング、プロモーション支援等を行うメディア事業

等を行っております。

　当第３四半期には、メディア事業の売上高は微増で推移しましたが、新規事業が順調に推移したため、その他の事業に

よる売上高は33百万円となり実質的に前年同期比42.3%増となりました。（前年同期はKenko.com Singapore Pte. Ltd.

を連結対象としていなかったため、内部取引74百万円を含んでおります。そのため実質的な増減率ではその影響を除い

ております。）　

　　

　

（２）財政状態の分析

　当第３連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて351百万円増加し、4,548百万円となりました。こ

れは主に、現預金及び棚卸資産等の流動資産が増加したことによるものです。

　負債は、前連結会計年度末に比べて548百万円増加し、2,794百万円となりました。これは主に買掛金及び借入金の増加

によるものです。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて197百万円減少し、1,753百万円となりました。これは主に純損失の計上に伴い、利

益剰余金が減少したことによるものです。

　

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末（以下、「当四半期末」）における現金及び現金同等物残高は、前四半期連結会計期間

末より38百万円減少し、779百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

　「営業活動におけるキャッシュ・フロー」は115百万円の収入(前年同四半期は229百万円の支出)となりました。主

な増加要因は、仕入債務の増加額235百万円、減価償却費82百万円であり、主な減少要因は棚卸資産の増加85百万円、税

EDINET提出書類

ケンコーコム株式会社(E03435)

四半期報告書

 5/45



金等調整前四半期純損失72百万円及び売上債権の増加64百万円であります。

　「投資活動におけるキャッシュ・フロー」は19百万円の支出(前年同四半期は76百万円の支出)となりました。これ

は主に、システム投資による無形固定資産の取得による支出15百万円、有形固定資産の取得による支出５百万円によ

るものであります。

　「財務活動におけるキャッシュ・フロー」は133百万円の支出(前年同四半期は42百万円の収入)となりました。これ

は主に、長期借入金の返済による支出90百万円及び短期借入金の返済による支出50百万円によるものであります。　

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 105,000

計 105,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,255 33,255
東京証券取引所

マザーズ市場

 当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 33,255 33,255 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号）第19条第２

項の規定により、新株予約権付社債とみなされる新株引受権の残高、新株引受権の権利行使により発行する株式

の発行価格、資本組入額は以下のとおりです。

①　新株引受権付社債

銘柄
（発行年月日）

第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株引受権の残高
（千円）

発行価格（円） 資本組入額（円）

第２回無担保新株引受権付社債

（平成13年６月27日発行）

（注２）

15,000
50,000

（注１）

25,000

（注１）

（注）１．平成13年11月２日付で株式１株を10株に株式分割を行ったことに伴い、発行価格及び資本組入額は調整され

ております。

２．成功報酬型ワラントであり、当社の取締役及び従業員に対し譲渡しております。
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　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

②　平成14年10月10日臨時株主総会決議（平成15年６月９日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 162

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 162

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月11日

至　平成24年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　50,000

資本組入額 　25,000

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注３）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

      （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額（発行価額）を調整（１

円未満の端数切上げ）するものといたします。

 調整後発行価額 ＝調整前発行価額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

調整後発行価額 ＝

既発行

株式数
×

調整前

発行価額
＋

新発行

株式数
×

１株当り

払込金額

  
既発行

株式数
＋

新発行

株式数
  

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または従業員であることを要する。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

４．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議及び取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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③　平成15年６月26日定時株主総会決議（平成15年８月１日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 368

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 368

新株予約権の行使時の払込金額（円） 61,000

新株予約権の行使期間
自　平成15年９月１日

　　　　 至　平成25年６月25日 （注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　61,000

資本組入額 　30,500

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

      （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者のうち当社の取締役、監査役及び従業員は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監

査役または従業員であることを要する。

②　対象者のうち当社外部の協力者は、当該新株予約権の行使時においても同等の地位、または当社の取締

役、監査役または従業員の地位にあることを要する。

③　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

④　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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④　平成15年11月７日臨時株主総会決議（平成15年11月７日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 63

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 63

新株予約権の行使時の払込金額（円） 65,000

新株予約権の行使期間
自　平成15年12月１日

        至　平成25年10月31日（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　65,000

資本組入額 　32,500

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

      （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者のうち当社の取締役、監査役及び従業員は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監

査役または従業員であることを要する。

②　対象者のうち当社外部の協力者は、当該新株予約権の行使時においても同等の地位、または当社の取締

役、監査役または従業員の地位にあることを要する。

③　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

④　その他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑤　平成16年１月21日臨時株主総会決議（平成16年２月４日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 44

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 44

新株予約権の行使時の払込金額（円） 65,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年３月１日

        至　平成25年12月31日（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　65,000

資本組入額 　32,500

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

      （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者のうち当社の従業員は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または従業員で

あることを要する。

②　対象者のうち当社外部の協力者は、当該新株予約権の行使時においても同等の地位、または当社の取締

役、監査役または従業員の地位にあることを要する。

③　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

④　その他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。

　

EDINET提出書類

ケンコーコム株式会社(E03435)

四半期報告書

12/45



⑥　平成17年６月28日定時株主総会決議（平成17年６月28日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 141

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 141

新株予約権の行使時の払込金額（円） 369,214

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

        至　平成26年12月31日（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　369,214

資本組入額 　184,607

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

      （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または従業員であることを要する。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑦　平成17年６月28日定時株主総会決議（平成17年12月20日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3

新株予約権の行使時の払込金額（円） 307,125

新株予約権の行使期間

自　平成20年１月１日

至　平成26年12月31日

（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　307,125

資本組入額 　153,563

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または従業員であることを要する。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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会社法第236条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

①　平成18年６月27日定時株主総会決議（平成18年12月22日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 4

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4

新株予約権の行使時の払込金額（円） 162,698

新株予約権の行使期間

自　平成21年１月１日

至　平成27年12月31日

（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　162,698

資本組入額 　 81,349

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時において当社の従業員であることを要する。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議によ

る発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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②　平成19年６月26日取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 79

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 79

新株予約権の行使時の払込金額（円） 124,150

新株予約権の行使期間

自　平成21年７月１日

至　平成28年12月31日

（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　124,150

資本組入額 　 62,075

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調

整いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り

捨てるものとします。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数

切上げ）するものといたします。

 調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式

により払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

    既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式

の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限し

ております。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時において当社の取締役および監査役の地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、その他当社取締役会が認める正当な事由のある場合は、この限りでない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。
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　③　平成20年６月24日定時株主総会決議（平成20年６月24日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 15

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 15

新株予約権の行使時の払込金額(円) 63,226

新株予約権の行使期間

自　平成22年７月１日

至　平成28年６月30日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　63,226

資本組入額　  31,613

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。　
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④　平成20年６月24日定時株主総会決議（平成21年２月６日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 59

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 59

新株予約権の行使時の払込金額(円) 32,478

新株予約権の行使期間

自　平成23年３月１日

至　平成29年２月28日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　32,478

資本組入額　  16,239

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑤　平成21年２月６日取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 79

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 79

新株予約権の行使時の払込金額(円) 63,226

新株予約権の行使期間

自　平成23年３月１日

至　平成29年２月28日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　63,226

資本組入額　  31,613

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社の取締役又は監査役であることを要する。ただ

し、当社の取締役または監査役を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会

が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。
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⑥　平成21年６月23日定時株主総会決議（平成21年７月１日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 265

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 265

新株予約権の行使時の払込金額(円) 44,294

新株予約権の行使期間

自　平成23年７月１日

至　平成30年12年31日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　44,294

資本組入額　  22,147

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑦　平成21年６月23日定時株主総会決議（平成21年７月１日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 128

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 128

新株予約権の行使時の払込金額(円) 44,294

新株予約権の行使期間

自　平成23年７月１日

至　平成30年12月31日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　44,294

資本組入額　  22,147

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑧　平成21年７月１日取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 79

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 79

新株予約権の行使時の払込金額(円) 44,294

新株予約権の行使期間

自　平成23年８月１日

至　平成30年12月31日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　44,294

資本組入額　  22,147

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社の取締役又は監査役であることを要する。ただ

し、当社の取締役または監査役を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会

が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。
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⑨　平成21年６月23日定時株主総会決議（平成21年12月25日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 70

新株予約権の行使時の払込金額(円) 60,668

新株予約権の行使期間

自　平成23年12月26日

至　平成30年12月31日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　60,668

資本組入額　  30,334

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。

５．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議および取締役会決議による

発行数から、退職等により権利を喪失した者の数を減じております。
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⑩　平成21年６月23日定時株主総会決議（平成22年３月26日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 18

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 18

新株予約権の行使時の払込金額(円) 63,900

新株予約権の行使期間

自　平成24年３月27日

至　平成30年12月31日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　63,900

資本組入額　  31,950

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。　
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⑪　平成22年６月23日定時株主総会決議（平成22年12月24日取締役会決議）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数(個) 220

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 220

新株予約権の行使時の払込金額(円) 57,100

新株予約権の行使期間

自　平成24年12月25日

至　平成31年12月24日

(注３)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　57,100

資本組入額　  28,550

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注４)

代用払込みに関する事項   －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －

    （注）１．新株予約権の目的たる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整

いたします。ただし、かかる調整は、当該新株予約権のうち、その時点で対象者が行使していない当該新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる

ものとします。

調整後株式数　＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整（１円未満の端数切

上げ）するものといたします。

調整後払込金額＝調整前払込金額／分割・併合の比率

また、発行価額調整式に使用する調整前発行価額を下回る払込金額をもって株式を発行する場合、次の算式に

より払込金額（発行価額）を調整（１円未満の端数切上げ）するものといたします。

 
調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行株

式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当り

発行価額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株式の時

価」に、それぞれ読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使期間は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」により一部制限して

おります。

４．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

①　対象者は、当該新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または当社関係会社の取締役、監査

役、もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役または監査役

を任期満了により退任した場合、もしくは定年退職その他当社取締役会が認める正当な事由がある場合

は、この限りではない。

②　対象者は、当該新株予約権を譲渡、質入、その他処分することができないものとする。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契

約書」に定めております。　

　

　

EDINET提出書類

ケンコーコム株式会社(E03435)

四半期報告書

25/45



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日

（注）　

20 33,255 430 1,064,817 480 1,301,187

　　（注）新株引受権の行使による増加であります。　

（６）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の移動は把握しておりません。　

　

（７）【議決権の状況】

　　　①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　459 －   －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 32,796 32,796 　－

端株 － － －

発行済株式総数 33,255 － －

総株主の議決権 － 32,796 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ケンコーコム

株式会社

東京都港区赤坂

三丁目11番３号
459 － 459 1.4

計 － 459 － 459 1.4
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 69,40067,80059,00058,00054,00051,70050,00049,80061,200

最低（円） 60,30050,20052,00052,00045,00047,00046,20044,50046,800

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ市場）におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）役職の異動　

　新役名 　新職名 　旧役名 　旧職名 　氏名 　移動年月日

　取締役 　－ 　取締役 　管理本部長 　片岡　敬三 　平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 779,901 610,980

売掛金 848,251 751,257

商品 1,185,552 1,006,021

貯蔵品 12,053 12,371

その他 105,335 87,418

貸倒引当金 △23,527 △20,521

流動資産合計 2,907,567 2,447,528

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 977,121 964,186

減価償却累計額 △245,016 △208,542

建物及び構築物（純額） 732,104 755,644

機械装置及び運搬具 22,305 20,685

減価償却累計額 △14,402 △12,820

機械装置及び運搬具（純額） 7,902 7,864

工具、器具及び備品 539,186 556,506

減価償却累計額 △396,629 △385,229

工具、器具及び備品（純額） 142,556 171,277

リース資産 138,873 87,741

減価償却累計額 △30,171 △14,355

リース資産（純額） 108,701 73,385

建設仮勘定 499 1,041

有形固定資産合計 991,766 1,009,213

無形固定資産

ソフトウエア 467,070 517,727

ソフトウエア仮勘定 21,308 61,078

リース資産 21,840 6,986

その他 2,701 2,986

無形固定資産合計 512,921 588,778

投資その他の資産

投資有価証券 7,108 6,800

関係会社株式 － 12,436

差入保証金 123,725 125,679

その他 5,297 6,765

投資その他の資産合計 136,131 151,680

固定資産合計 1,640,819 1,749,672

資産合計 4,548,386 4,197,200
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,132,939 844,349

短期借入金 14,000 －

1年内償還予定の社債 － 55,000

1年内返済予定の長期借入金 379,828 254,468

リース債務 32,442 18,349

未払金 309,189 288,524

未払法人税等 10,561 24,876

引当金 9,732 501

その他 102,696 96,615

流動負債合計 1,991,391 1,582,686

固定負債

長期借入金 686,848 597,873

リース債務 103,598 65,668

資産除去債務 10,758 －

その他 2,151 －

固定負債合計 803,356 663,541

負債合計 2,794,748 2,246,227

純資産の部

株主資本

資本金 1,064,817 1,064,201

資本剰余金 1,301,187 1,300,521

利益剰余金 △534,981 △339,417

自己株式 △83,968 △83,968

株主資本合計 1,747,055 1,941,337

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,144 △1,452

為替換算調整勘定 △7,307 －

評価・換算差額等合計 △8,452 △1,452

新株予約権 15,035 11,088

純資産合計 1,753,638 1,950,973

負債純資産合計 4,548,386 4,197,200
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 9,557,395 9,721,355

売上原価 6,472,071 6,584,135

売上総利益 3,085,324 3,137,220

販売費及び一般管理費 ※
 2,952,327

※
 3,290,241

営業利益又は営業損失（△） 132,996 △153,021

営業外収益

受取利息 283 303

受取配当金 108 108

破損商品等弁償金 3,717 4,375

その他 3,129 1,722

営業外収益合計 7,238 6,509

営業外費用

支払利息 13,402 14,612

持分法による投資損失 2,481 －

為替差損 － 7,633

その他 471 351

営業外費用合計 16,356 22,597

経常利益又は経常損失（△） 123,879 △169,109

特別利益

新株予約権戻入益 10,256 565

保険差益 － 610

その他 710 －

特別利益合計 10,967 1,175

特別損失

固定資産除却損 4,008 8,257

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,450

固定資産臨時償却費 － 6,407

関係会社株式評価損 12,405 －

規制対応費用 4,068 －

その他 － 242

特別損失合計 20,482 19,357

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

114,363 △187,290

法人税、住民税及び事業税 20,629 4,736

過年度法人税等戻入額 － △4,622

法人税等調整額 － 2,151

法人税等合計 20,629 2,264

四半期純利益又は四半期純損失（△） 93,734 △189,555
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 3,141,951 3,364,872

売上原価 2,161,702 2,307,102

売上総利益 980,249 1,057,769

販売費及び一般管理費 ※
 976,160

※
 1,124,204

営業利益又は営業損失（△） 4,089 △66,435

営業外収益

受取利息 69 44

受取配当金 48 48

破損商品等弁償金 1,156 1,395

債務勘定整理益 1,083 －

その他 769 690

営業外収益合計 3,126 2,179

営業外費用

支払利息 4,520 5,002

為替差損 － 2,710

その他 61 145

営業外費用合計 4,581 7,858

経常利益又は経常損失（△） 2,633 △72,113

特別利益

新株予約権戻入益 － 565

保険差益 332 －

過年度消費税等 377 －

特別利益合計 710 565

特別損失

固定資産除却損 84 858

特別損失合計 84 858

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,260 △72,407

法人税、住民税及び事業税 529 738

法人税等調整額 △118

法人税等合計 529 619

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,730 △73,026
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

114,363 △187,290

減価償却費 212,020 232,146

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,450

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,163 3,006

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 9,732

賞与引当金の増減額（△は減少） － △501

受取利息及び受取配当金 △391 △411

支払利息 13,402 14,612

株式交付費 － 101

株式報酬費用 5,448 4,562

新株予約権戻入益 △10,256 △565

保険差益 △332 △610

持分法による投資損益（△は益） 2,481 －

固定資産除却損 4,008 8,257

固定資産臨時償却費 － 6,407

関係会社株式評価損 12,405 －

売上債権の増減額（△は増加） 69,619 △99,606

たな卸資産の増減額（△は増加） △389,496 △179,213

仕入債務の増減額（△は減少） 227,113 288,589

前払費用の増減額（△は増加） 1,208 △20,231

未収入金の増減額（△は増加） 580 11,342

未払金の増減額（△は減少） 33,428 35,393

未払費用の増減額（△は減少） 24,064 21,303

未払消費税等の増減額（△は減少） 55,843 △13,710

その他 △44,605 30,826

小計 326,743 168,591

利息及び配当金の受取額 391 411

保険金の受取額 332 610

利息の支払額 △12,970 △14,633

法人税等の支払額 △13,494 △31,445

営業活動によるキャッシュ・フロー 301,002 123,533

EDINET提出書類

ケンコーコム株式会社(E03435)

四半期報告書

33/45



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △32,332 △30,564

無形固定資産の取得による支出 △65,170 △79,696

貸付けによる支出 △12,999 －

関係会社株式の取得による支出 △50,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △23,632 －

敷金及び保証金の回収による収入 3,595 2,542

その他 △647 △733

投資活動によるキャッシュ・フロー △181,185 △108,451

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 264,000

短期借入金の返済による支出 － △250,000

長期借入れによる収入 200,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △175,469 △235,665

社債の償還による支出 △55,000 △55,000

株式の発行による収入 8,015 1,180

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9,003 △19,450

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,457 155,065

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △4,142

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,359 166,004

現金及び現金同等物の期首残高 717,601 613,082

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 805,960

※
 779,086
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　１．連結の範囲に関する事項 （１）連結の範囲の変更 

　第１四半期連結会計期間より、Monzen Corporationは新たに設立した

ため、Kenko.com U.S.A.,Inc.は重要性が増したため、連結の範囲に含め

ております。

　第３四半期連結会計期間より、Kenkokom Co.,Limited.は新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数

　　　５社　

　２.会計処理基準に関する事項 　資産除去債務に関する会計基準の適用 

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用運用指針第21号 平成20年

３月31日）を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失はそ

れぞれ1,006千円、税金等調整前四半期純損失は5,456千円増加してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

9,585千円であります。

　

　

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第３四半期連結累計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年12月31日）

棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。　

固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　     該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃        768,597千円

貸倒引当金繰入額      19,857 

荷造運賃        844,136千円

貸倒引当金繰入額      18,152 

ポイント引当金繰入額 17,778　

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃        252,513千円

貸倒引当金繰入額      5,700 

荷造運賃        303,656千円

貸倒引当金繰入額      6,108 

ポイント引当金繰入額      8,050 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 805,960

現金及び現金同等物 805,960

 

（平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 779,901

預入期間が３か月を超える定期預金 △814

現金及び現金同等物 779,086
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　33,255株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　 　　　459株

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当第３四半
期連結会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当第３四半
期連結会計
期間増加

当第３四半
期連結会計
期間減少

当第３四半
期連結会計
期間末

提出会社

　

新株引受権付社債 普通株式 400 － 100 300 150

第７回新株予約権 － － － － － 315

第９回新株予約権 － － － － － 5,637

第11回新株予約権 － － － － － 411

第12回新株予約権（注） － － － － － 640

第13回新株予約権（注） － － － － － 615

第14回新株予約権（注） － － － － － 3,507

第15回新株予約権（注） － － － － － 1,781

第16回新株予約権（注） － － － － － 972

第17回新株予約権（注） － － － － － 723

第18回新株予約権（注） － － － － － 225

第19回新株予約権（注） － － － － － 53

合計 － － － － － 15,035

（注）当該新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

 

４．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
リテール事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 2,741,733400,2183,141,951 － 3,141,951 　

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － 　

 計 2,741,733400,2183,141,951  － 3,141,951 　

 営業利益又は損失（△） 71,011 17,714 88,725△84,636 4,089 　

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
リテール事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

　　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 8,509,4301,047,9649,557,395 － 9,557,395 　

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － 　

 計 8,509,4301,047,9649,557,395  － 9,557,395 　

 営業利益又は損失（△） 344,31834,237378,555△245,559132,996 　

（注）１．事業区分の方法

事業は、商品・サービス等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な事業の内容

事業区分 事業の内容

リテール事業

 
健康関連商品の一般消費者向けＥコマース事業

その他事業

 

小売業者向けに当社の健康ＥＣプラットフォーム機能を提供するドロップシッ

プ事業、メーカー・卸向けに商品の広告掲載、プロモーション支援等を行うメ

ディア事業

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自平成

21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は報告セグメントを事業別としております。

「リテール事業」、「ドロップシップ事業」の２つをセグメントとし、それぞれ包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

　「リテール事業」は、健康関連商品の一般消費者向けEコマース事業を行っております。「ドロップシップ事

業」は、小売業者向けに当社の健康ECプラットフォーム機能を提供する事業を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　　

　 　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計

　

　調整額

（注）２　　

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　　

リテール　　　
　

ドロップ
シップ　　

計

売上高      　 　

外部顧客への売上高 8,666,465971,3939,637,85883,4979,721,355－ 9,721,355
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 8,666,465971,3939,637,85883,4979,721,355－　
9,721,355

　

セグメント利益又は損失

（△）
83,73217,889101,621△3,88097,741

△250,762

　

△153,021

　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディア事業等を含

んでおります。　

２．セグメント利益の調整額△250,762千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用250,762千円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　　　　

　 　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計

　

　調整額

（注）２　　

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　　

リテール　　　
　

ドロップ
シップ　　

計

売上高      　 　

外部顧客への売上高 3,001,875329,7473,331,62333,2483,364,872－ 3,364,872
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 3,001,875329,7473,331,62333,2483,364,872－　 3,364,872

セグメント利益又は損失

（△）
12,2986,32318,622△7,11211,509△77,944　△66,435　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディア事業等を含

んでおります。　

２．セグメント利益の調整額△77,944千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用77,944千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　  

　　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　　　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　　　　　　　1,437千円　

　

　 ２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 第19回新株予約権

 付与対象者の区分及び

 人数

 当社及び当社子会社

 従業員等　36名

 株式の種類別のストック・オプショ

ンの付与数
 普通株式　220株

 付与日  平成22年12月24日

 権利確定条件
 権利確定日（平成24年12月25日）において、当社、当社子会社または当

社関係会社の取締役、監査役、もしくは従業員の地位にあること。

 対象勤務期間
 自平成22年12月24日　

 至平成24年12月25日

 権利行使期間
 自平成24年12月25日　

 至平成31年12月24日

 権利行使価格（円） 57,100

 付与日における公正な

 評価単価（円）
36,443～41,775
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 53,012.65円 １株当たり純資産額 59,198.78円

２．１株当たり四半期純利益又は損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2,873.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
2,852.76円

１株当たり四半期純損失金額(△）　 △5,783.54円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。　

（注）１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 93,734 △189,555

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
93,734 △189,555

期中平均株式数（株） 32,624.65 32,774.95

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 232.77 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－　 －　
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 83.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
82.70円

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,227.81円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。　

　

（注）１株当たり四半期純利益金額又は1株あたり四半期純損失及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（千円） 2,730 △73,026

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 2,730 △73,026

期中平均株式数（株） 32,661.00 32,779.70

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 354.81 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－　 －　

　　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ケンコーコム株式会社(E03435)

四半期報告書

43/45



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２２年２月８日

ケンコーコム株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡田　雅史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケンコーコム株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケンコーコム株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２３年２月９日

ケンコーコム株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡田　雅史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケンコーコム株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケンコーコム株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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